
鳥取県地域での食育の推進事業交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和32年鳥取県規則第22号。以下「規則」という。）

第４条の規定に基づき、鳥取県地域での食育の推進事業交付金（以下「本交付金」という。）の交

付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本交付金は、第４次食育推進基本計画及びこれを踏まえた食育推進計画の目標達成に向け、

地域において実施する食育推進事業に対して支援することを目的として交付する。 

 

（交付金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、食料産業・６次産業化交付金実施要綱（平成３０年

３月３０日付２９食産第５３５３号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）に基

づき別表第１欄に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う同表第２欄に掲げる者に対し、

予算の範囲内で本交付金を交付する。 

２ 本交付金の額は、補助事業に要する別表第３欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）の

額 (仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

(昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該

金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額を

いう。以下同じ。）を除く。）に同表第４欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た額

以下とする。  

３ なお、鳥取県産業振興条例（平成23年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実施に

当たっては県内事業者への発注に努めなければならない。 

 

（事業実施計画書の提出） 

第４条 本交付金の交付を希望する事業実施主体は、健康政策課長が別に定める期日までに、様式第

１号により事業実施計画書（以下「計画書」という。）を健康政策課長に提出しなければならない。 

 

（事業実施計画の変更等の協議） 
第５条 前条の規定に基づき提出された計画書について、実施要綱第５の３の（１）から（６）まで

に掲げる事由が生じた場合、又は中止若しくは廃止が生じた場合は、その内容が分かる計画書を作

成し、健康政策課長に提出しなければならない。 
 

（対象事業の認定） 

第６条 健康政策課長は第４条又は第５条の規定に基づき提出された計画書について、予算の範囲内

で補助金を交付すべき対象事業（以下「交付金事業」という。）を認定する。 

２ 前項の認定の通知は、様式第２号による。 

 

（交付申請の時期等） 

第７条 本交付金の交付申請は、健康政策課長が別に定める期日までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号によるもの

とする。 

３ 本交付金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでないときは、

前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額

（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。 



（交付決定の時期等） 

第８条 本交付金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から起算して、知事がその財源に

充当する国の交付金の交付を申請してから当該交付の決定を受けるまでの日数に、原則として２０

日を加えた日数が経過する日までの間に行うものとする。 

２ 本交付金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、仕入

控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が

明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本交付金の額（変更された場合は、変更後の額とす

る。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

 

（事業の着手） 

第９条 事業の着手は、交付金の交付決定後とする。ただし、事業の効果的な実施を図る上で緊急か

つやむを得ない事情により、交付決定の前に着手する場合にあっては、様式第４号により交付決定

前着手届を健康政策課長に提出しなければならない。この場合において、事業実施主体は、交付決

定までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。なお、事業実施主

体は、交付決定の前に着手した場合には、交付申請書の備考欄に着手年月日及び交付決定前着手届

の文書番号を記載するものとする。 

 

（契約等） 

第10条 事業実施主体は、交付金事業を遂行するため、売買、請負その他契約をする場合は、一般の

競争に付さなければならない。ただし、交付金事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は

不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

２ 事業実施主体は、前項の契約をしようとする場合は、当該契約に係る入札又は見積合せ（以下「入

札等」という。）に参加しようとする者に対し、食料産業・６次産業化交付金交付要綱（平成３０

年３月３０日付２９食産第５３５５号農林水産事務次官依命通知）に規定されている別記様式第２

号により契約に係る指名停止等に関する申立書の提出を求めることとし、当該申立書の提出のない

者については、入札等に参加させてはならない。 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第11条 事業実施主体は、規則第６条第1項の規定による交付決定の通知によって生じる権利及び義

務の全部または一部を、県の承認を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

（承認を要しない変更） 

第12条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、別表第５欄に掲げるもの以外の変更とする。 

２ 第８条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

 

（事業遅延等の届出） 

第13条 事業実施主体は、交付金事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合、

または当該交付金事業の遂行が困難となった場合は、速やかに予定の期間内に完了しない理由また

は当該交付金事業の遂行が困難となった理由及び交付金事業の遂行状況を記載した書類を健康政

策課長に提出しなければならない。 

 

（概算払） 

第14条 事業実施主体は、交付金の全部または一部について概算払を受けようとする場合は、様式第

５号により健康政策課長に提出しなければならない。 

 



（交付金遂行状況の報告） 

第15条 事業実施主体は、交付金事業の交付決定に係る年度の12月末日現在において、様式第６号

により交付金遂行状況報告書を作成し、同年度の１月 15 日までに健康政策課長に提出しなければ

ならない。ただし、様式第７号をもってこれに代えることができる。 

２ 健康政策課長は、前項に規定する時期のほか、交付金事業の円滑かつ適正な執行を図るため必要

があると認めるときは、事業実施主体に対して当該交付金事業の遂行状況の報告を求めることがで

きる。 

 

（実績報告の時期等） 

第16条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる日まで

に行わなければならない。 

  （１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しくは

廃止の日から２０日を経過する日と、交付決定を受けた年度の翌年度の４月２日のいずれか早

い日 

 （２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の

翌年度の４月２日   

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第

１号によるものとする。 

３ 本交付金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その時点で明

らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控

除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える

額を控除して報告しなければならない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実

績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）

を超えるときは、様式第８号により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けて、その超える

額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（事業成果の報告） 

第17条 事業実施主体は、実施要綱第７に定める別紙様式第１４号により、事業によって得られた成

果を報告書にまとめ、事業終了年度の翌年度の７月 15 日までに健康政策課長に提出しなければな

らない。 

 

（雑則） 

第18条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本交付金の交付について必要な事項は、福祉保健部

長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年１０月１１日から施行し、平成２９年度事業から適用する。 

 この要綱は、平成３０年６月８日から施行し、平成３０年度事業から適用する。 

 この要綱は、令和２年４月３０日から施行し、令和２年度事業から適用する。 

 この要綱は、令和３年５月６日から施行し、令和３年度事業から適用する。 

  

 

   



 別表（第３条関係） 

１  

補助事業 

２  

実施主体 

３  

交付対象経費 

４ 

交付率 

５ 

重要な変更 

経費の配分の

変更 

事業の内容の

変更 

・地域での食育の推進事業 

（１）食育推進検討会の開催 

（２）課題解決に向けたシン

ポジウム等の開催 

（３）食育推進リーダーの育

成及び活動の促進 

（４）食文化の保護・継承の

ための取組支援 

（５）農林漁業体験の機会の

提供 

（６）和食給食の普及 

（７）学校給食における地場

産物活用の促進 

（８）共食の場における食育

活動 

（９）環境に配慮した農林水

産物・食品への理解向上

の取組 

（10）食品ロスの削減に向け

た取組 

市町村、農林漁業者の組織する団体、商工

業者の組織する団体、第三セクター、民間

事業者、公益社団法人、公益財団法人、一

般社団法人、一般財団法人、特定非営利活

動法人、企業組合、事業協同組合、消費生

活協同組合、特殊法人、許可法人、公社、

独立行政法人、知事が中国四国農政局と協

議して適当と認める団体（以下「特認団体」

という。） 

〔特認団体の要件〕 

次に掲げる全ての要件を満たす団体 

・主たる事業所の定めがあること。 

・代表者の定めがあること。 

・定款、組織規定、経理規定等の組織運営

に関する規定があること。 

・各年度ごとに事業計画、収支予算等が総

会等において承認されていること。 

食料産業・６次産業化

交付金実施要綱別記

３の第１の規定に基

づく 

定額（１／２

以内） 

交付対象事業

費の減額 

（食料産業・

６次産業化交

付金の配分基

準（平成 30 年

3月 30日付 29

食産第5356号

食料産業局長

通知）の第２

に掲げる不用

額の発生が確

実である場合

に限る。） 

・事業の新設

又は廃止 

・事業実施主

体の変更 

 

  



様式第１号（第４条、第５条、第７条、第16条関係） 

 

  年度鳥取県地域での食育の推進事業実施計画（実績報告）書及び収支予算（決算）書 

 

１ 事業の内容及び経費内訳 

（１）事業の目的 

（２）事業の内容及び計画(実績) 

 

  ※１ 交付申請においては、内定を受けた食料産業・６次産業化交付金実施要綱第５に定められ

た事業実施計画書の内容に変更がない場合、別紙のとおりとし、同計画書を添付すること。 

※２ 実績報告においては、事業の実績が交付申請の内容と同様の時はその旨加筆する。軽微な

変更があったときは、交付決定を受けた事業計画書のコピーに変更箇所を加筆修正して添付

する。 

 

（３）経費内訳 

区分 総事業費 
負担区分 

備考 
県費 市町村費 その他 

 

 

     

 

※１ 区分の欄には、別表第１欄に掲げる事業ごとに、内容を記載すること。 

※２ 備考欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額○○

○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」

をそれぞれ記入する。 

 

２ 収支予算(決算) 

（１）収入の部 

区分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較増減 
備考 

増 減 

 

１ 県交付金 

 

２ その他 

 

円 

 

円 円 円  

合計      

 

（２）支出の部 

区分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較増減 
備考 

増 減 

 

 

 

 

円 

 

円 円 円  

合計      

※１ 区分欄には、別表第１欄に掲げる事業ごとに、内容を記載すること。 



３ 事業完了予定（完了）年月日 

     年   月   日 

４ 他の補助金等の活用の有無（ 有 ・ 無 ） 

 （補助金名） 

 （事業内容） 

 （問合せ先〔所管部署・団体名、連絡先〕） 

 ※１ 他の補助金の活用の有無について、「有」「無」のいずれかに○をする。 

 ※２ 「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を

所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載する。 

 

５ 添付書類 

（１）交付申請書の添付書類 

・事業実施主体の定款（定款のない団体にあっては、これに準ずるもの） 

・事業実施主体の当該事業年度の事業計画及び収支予算（これらの定めのない団体にあっては、

これらに準ずるもの） 

（２）実績報告書の添付書類 

   ・各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料又は帳簿の写し 

   ・交付申請書又は変更等承認申請書に添付したものから変更があったものについては、必 

要書類を添付する。 

   



様式第２号（第６条関係） 

 

番     号  

年  月  日  

 

 

          様 

 

 

                    鳥取県福祉保健部健康医療局健康政策課長 

 

 

     年度鳥取県地域での食育の推進事業交付金交付対象事業の認定について（通知） 

 

 

   年  月  日付第       号で、鳥取県地域での食育の推進事業交付金交付要綱

（平成２９年１０月１１日付第２０１７００１０４７８５号鳥取県福祉保健部長通知。以下「要綱」

という。）第４条又は第５条の規定により提出された下記事業について、要綱第６条により、本交付金

の交付対象として下記認定額を限度に認定します。 

 ついては、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号）及び要綱により  月  日

（  ）までに交付金の交付申請手続を行ってください。 

 

記 

 

１ 対象事業 

 

２ 認定金額 

 

  



様式第３号（第８条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

               様 

 

                        鳥取県知事           ○印 

 

     年度鳥取県地域での食育の推進事業交付金交付決定通知書 

 

  年 月 日付第  号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県地域での食育の

推進事業交付金（以下「本交付金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取

県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに

決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業 

本交付金の補助事業の内容は、「地域食育推進事業」とし、その内容は、・・・・とする。 

２ 交付決定額等 

  本交付金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更さ

れた場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

 （１）算定基準額 金  円 

  内訳 ○○○○○費 金  円 

○○○○○費 金  円 

○○○○○費 金  円 

 （２）交付決定額 金  円 

  内訳 ○○○○○費 金  円 

○○○○○費 金  円 

○○○○○費 金  円 

３ 交付額の確定 

  本交付金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県地域での食育の推進事業交付金

交付要綱（平成２９年１０月１１日付第２０１７００１０４７８５号鳥取県福祉保健部長通知。以

下「要綱」という。）第３条第２項及び第８条第３項の規定を適用して算出した額と、前記の２の

（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

４ 補助規定の遵守 

  本交付金は、間接国費補助金に該当するものであり、その収受及び使用、補助事業の遂行等につ

いては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２２５

号）、食料産業・６次産業化交付金実施要綱（平成３０年３月３０日付２９食産第５３５３号農林

水産事務次官依命通知）、食料産業・６次産業化交付金交付要綱（平成３０年３月３０日付２９食

産第５３５５号農林水産事務次官依命通知）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和３１年農

林省令第１８号）の規定に従わなければならない。 

 

 



様式第４号（第９条関係） 

 番     号  

 年  月  日  

 

 

 鳥取県知事 様 

 

 

                           事業実施主体の長      印 

 

 

   鳥取県地域での食育の推進事業交付金に関する交付決定前着手届 

 

 

 このことについて、下記のとおり条件を了承の上、交付決定前に着手したいので届け出ます。 

 

記 

 
１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災事変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、

これらの損失は、事業実施主体が負担します。 

２ 交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議が

ないこととします。 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更は行わない

こととします。 

 

 

取組内容 事業費 着手予定 

年月日 

完了予定 

年月日 

理由 

 円    

  注：「事業費」欄は、総事業費（税込）とします。 

 

  



様式第５号（第14条関係） 

番     号  

年  月  日  

 

 

 鳥取県知事 様 

 

 

                           事業実施主体の長       印 

 

 

     年度鳥取県地域での食育の推進事業交付金概算払請求書 

 

 

  年  月  日付第        号で交付決定のあったこの事業について、鳥取県地域で

の食育の推進事業交付金交付要綱（平成２９年１０月１１日付第２０１７００１０４７８５号鳥取県

福祉保健部長通知。）第１４条の規定に基づき、下記のとおり概算払により交付されたく請求します。 

 

記 

年  月  日現在  

区

分 

交付対

象事業

費 

（A） 

交付

金 

（B） 

既受領額 

（C） 

今回請求額 

(A)-((B)＋(C)) 

残額 事業完了

予定年月

日 

備考 

金額 
出来

高 
金額 

○月○日

迄予定出

来高 

金額 

○月○日

迄予定出

来高 

 円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％   

計           

 

  



様式第６号（第15条関係） 

番     号  

年  月  日  

 

 

 鳥取県知事 様 

 

 

                          事業実施主体の長       印 

 

 

     年度鳥取県地域での食育の推進事業交付金遂行状況報告書 

 

 

  年  月  日付第        号で交付決定のあったこの事業について、鳥取県地域で

の食育の推進事業交付金交付要綱（平成２９年１０月１１日付第２０１７００１０４７８５号鳥取県

福祉保健部長通知。）第１５条の規定に基づき、その遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

区分 
交付対象事業

費 

○年○月○日までに完了した

もの 

○年○月○日以降に実施する

もの 
備考 

事業費 出来高比率 事業費 
事業完了年月

日 

 円 円 ％ 円   

  



様式第７号（第15条関係） 

番     号  

年  月  日  

 

 

 鳥取県知事 様 

 

 

                           事業実施主体の長       印 

 

 

     年度鳥取県地域での食育の推進事業交付金概算払請求書 

 

 

  年  月  日付第   号で交付決定のあったこの事業について、鳥取県地域での食育の推

進事業交付金交付要綱（平成２９年１０月１１日付第２０１７００１０４７８５号鳥取県福祉保健部

長通知。）第１５条の規定に基づき、  年  月末日現在における遂行状況を下記のとおり報告しま

す。 

また、併せて下記のとおり概算払により交付されたく請求します。 

 

記 

年  月  日現在  

区

分 

交付対

象事業

費 

（A） 

交付金 

（B） 

既受領額 

遂行状

況報告 

（C） 

今回請求額 

(A)-((B)＋(C)) 

残額 
事業

完了

予定

年月

日 

備考 

金額 
出来

高 

○年○

月末日

の出来

高 

金額 

○月○日

迄予定出

来高 

金額 

○月○日

迄予定出

来高 

 円 円 円 ％ ％ 円 ％ 円 ％   

計            

 

  



様式第８号（第16条関係） 

                                                    番     号  

                                                        年  月  日  

 

  鳥取県知事 様 

 

 

                                              事業実施主体の長    印 

 

 

     年度鳥取県地域での食育の推進事業交付金仕入控除税額報告書 

 

    年 月 日付第     号で交付決定がありました鳥取県地域での食育の推進事業交付

金について、鳥取県地域での食育の推進事業交付金交付要綱（以下「要綱」という。）第16条第４

項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

                                       記 

 

１  要綱第８条の規定による交付金額の確定額 

（  年 月 日付第         号による交付金交付決定額） 

                                                   金                  円 

 

２  実績報告時に減額した消費税仕入控除税額       金                  円 

 

３  消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額   金                  円 

 

４  交付金返還相当額                          金                  円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）  確定申告書の写し等参考となる資料を添付してください。 

 

 


